
船員保険被扶養者（異動）届 
 

 

【手続概要】 

  この届出は、新たに被保険者となった者に被扶養者がいる場合や被扶養者の追加、削 

除、氏名変更等があった場合、当該事実が発生したときから遅滞なく、被保険者が船舶 

所有者を経由して行うものです。 

 

 

【被扶養者の範囲】 

１．被保険者と同居している必要がない者 

  

 （１）配偶者 

 （２）子、孫および兄弟姉妹※ 

 （３）父母、祖父母等の直系尊属 

 

※平成 28年 10月１日より兄姉の同居要件が廃止になりました。 

 

２．被保険者と同居していることが必要な者 

 

 （１）上記１．以外の３親等内の親族（伯叔父母、甥姪とその配偶者等） 

 （２）内縁関係の配偶者の父母および子（当該配偶者の死後、引き続き同居する場合を

含む） 

 

 

【扶養認定に必要な添付書類】 

 １．と２．は全員、添付が必要です。 

 ３．と４．は該当する場合のみ、添付が必要です。 

 

１．続柄確認のための書類 

次のいずれかを添付してください。 

 

 （１）被扶養者の戸籍謄本または戸籍抄本（被保険者との続柄がわかるもの） 

 （２）住民票の写し（コピー不可、個人番号の記載のないもの）※ 

 

    ※被保険者と扶養認定を受ける方が同居していて、被保険者が世帯主である場合

に限ります。 

 

ただし、次の①②のいずれにも該当するときは、上記の添付書類は不要です。 

①被保険者と扶養認定を受ける方、双方のマイナンバーが届書に記載されていること。 

②上記添付書類（１）（２）により、扶養認定を受ける方の続柄が届書の記載と相違な

いことを確認し、船舶所有者が届書の㋠備考欄の「続柄確認済み」の☐に✔を付して

いること。※ 

 

※船舶所有者が確認した旨を記載していない場合でも、被保険者と配偶者の婚姻関

係、または被保険者と 20歳以下の子との親子関係（子の出生を契機とする届出の

場合を除く。）を明らかにする場合で、被保険者と扶養認定を受ける方に日本の戸

籍がある場合は添付書類（１）（２）を不要とすることができます。 



２．収入要件確認のための書類 

収入要件は、原則、年間収入※が 130万円未満（60歳以上である場合または障害厚生年

金を受けられる程度の障害を有する者である場合は、年間収入が 180万円未満）かつ次の

要件を満たす必要があります。 

 

・同居の場合：収入が扶養者（被保険者）の収入の半分未満（＊） 

・別居の場合：収入が扶養者（被保険者）からの仕送り額未満 

（＊）収入が扶養者（被保険者）の収入の半分以上の場合であっても、扶養者（被保険

者）の年間収入を上回らないときで、日本年金機構がその世帯の生計の状況を総

合的に勘案して、扶養者（被保険者）がその世帯の生計維持の中心的役割を果た

していると認めるときは被扶養者となることがあります。 

 

被扶養者の年間収入が増えて、収入要件を満たさなくなった場合には、被扶養者から外

れることになります。その際には、「被扶養者（異動）届（削除）」の手続きが必要となり

ます。 

 

※年間収入とは、過去における収入のことではなく、扶養に該当する時点および、認 

定された日以降の年間の見込みの収入額のことをいいます。（給与所得等の収入が

ある場合、月額 108,333円以下。雇用保険等の受給者の場合、日額 3,611円以下で

あること。） 

また、被扶養者の年間収入には、雇用保険の失業等給付、公的年金、船員保険の傷

病手当金や出産手当金も含まれます。雇用保険の待機期間中でも、収入要件を満た

している場合は被扶養者として認定することが可能です。 

ただし、基本手当（3,612 円以上）の支給が始まった場合は、扶養削除の届出が必

要となります。 

 

（１）所得税法の規定による控除対象配偶者または扶養親族となっている者 

船舶所有者の証明（㋯欄の確認〇印）があれば添付書類は不要です。 

なお、被保険者の税法上の合計所得金額が 1,000万円を超える場合は、

（１）の対象とはならないので、収入確認の証明書類が必要となります。 

（２）（１）以外の者 

①退職したことにより収入要件を満たす場合 

    「退職証明書」または「雇用保険被保険者離職票のコピー」 

    ②雇用保険失業給付受給中の場合または雇用保険失業給付の受給終了により

収入要件を満たす場合 

「雇用保険受給資格者証または雇用保険受給資格通知のコピー」 

    ③年金受給中の場合 

      現在の年金受給額がわかる「年金額の改定通知書等のコピー」 

    ④自営（農業等含む）による収入、不動産収入等がある場合 

     「直近の確定申告書のコピー」 

    ⑤上記②～④以外に収入がある場合 

      上記「②～④に応じた書類」および「課税（非課税）証明書」 

    ⑥上記①～⑤以外 

     「課税（非課税）証明書」 

（３）（１）および（２）の方に共通する事項 

    障害年金、遺族年金、傷病手当金、出産手当金、失業給付等の非課税対象となる

収入がある場合は、別途、「受取金額のわかる通知書等のコピー」が必要となり

ます。 



※16歳未満は、上記の添付書類は不要です。 

 

３．仕送りの事実と仕送り額の確認のための書類 

被保険者と別居している被扶養者が対象となります。 

（１）振込の場合：「預金通帳等の写し」 

（２）送金の場合：「現金書留の控え（写し）」 

 

※16歳未満または 16 歳以上の学生は、上記の添付書類は不要です。 

 

４．内縁関係を確認するための書類 

（１）「内縁関係にある両人の戸籍謄（抄）本」 

（２）「被保険者の世帯全員の住民票の写し（コピー不可、個人番号の記載がないも

の）」等 

 

 

【留意事項】 

１．「被保険者欄」の「氏名」欄については、住民票の写し（コピー不可）に登録されて

いるものと同じ氏名を記入してください。 

 

２．住民票の写し（コピー不可）や戸籍謄(抄)本は、提出日から 90日以内のものを提出

してください。 

 

  ※届書等に添付する住民票の写し（コピー不可）（記載事項証明書を含む）について

は、原則、個人番号の記載のないものの提出をお願いします。 

 

３．被扶養者になった日が、年金事務所の受付日より 60日以上遡る場合は、事実を確認 

できる書類を添付してください。 

 

４．被保険者と扶養認定を受ける方との同居の確認については、日本年金機構で確認を行 

うため、原則、書類の添付は不要ですが、確認できない場合には、別途、住民票の写

し（コピー不可）の提出を求めることがあります。 

 

５．被保険者と扶養認定を受ける方が別居で、仕送り額が一定の場合は、㋠備考欄に被保

険者からの１回あたりの仕送り額と１年間の仕送り回数を記入してください。また、

仕送り額が一定でない場合は、㋠備考欄に仕送り回数、各回の仕送り予定額および１

年間の仕送り予定額を記入してください。 

 

６．外国人の配偶者を被扶養者（国民年金第３号被保険者）とする場合や外国人の被扶養 

配偶者（国民年金第３号被保険者）の氏名が変更となった際、当該被扶養配偶者の個 

人番号と基礎年金番号が結びついていない方、番号制度の対象外である方の場合は、 

この届書と一緒に「国民年金第３号被保険者ローマ字氏名届」をご提出ください。 

 なお、「国民年金第３号被保険者ローマ字氏名届」は、国民年金第３号被保険者関 

係届（資格取得・氏名変更）を電子申請により手続きされる場合に限り、国民年金第 

３号被保険者関係届（資格取得・氏名変更）の電子添付書類として画像ファイル（Ｐ 

ＤＦ形式、ＪＰＥＧ形式）による提出ができます。 

 

 

 



７．平成 30 年３月 28日以降、海外に在住し、日本国内に住所を有しない被扶養者を認定 

する場合、被扶養者（異動）届に以下の書類を添付していただき、確認を行うことに 

なりました。 

（１）被扶養者現況申立書 

   被扶養者となる者の現況について、記載いただくための申立書です。 

  

（２）身分関係、生計維持関係等の確認書類 

   ①身分関係の確認 

    ア．被扶養者が在住する国の公的機関が発行する続柄確認できる公的な証明              

      書 

イ．被扶養者が直系尊属、配偶者、子、孫および兄弟姉妹以外の３親等内の家

族である場合は、被扶養者が在住する国の公的機関が発行する被保険者と

同居していることが確認できる公的な証明書 

   ②被扶養者の収入の確認 

被扶養者に収入がある場合、被扶養者が在住する国の公的機関または勤務先か

ら発行された収入証明 

   ③被保険者の仕送り額等の確認 

    金融機関発行の振込依頼書または振込先の通帳の写し 

 

※上記の書類が外国語で記載されているときは、日本語の翻訳文を添付してくだ

さい。 

 

 

【提出先】 

  船舶所有者の所在地を管轄する船員保険を取り扱う年金事務所 

 

 

【提出方法】 

  郵送、窓口持参、電子申請 


